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○ 内航海運は、国内物流の約４割の輸送を担い、また、輸送品目の多くは我が国経済や国民生活を支える上で
重要な産業基礎物資であり、鉄鋼にあっては約６割、石油やセメントにあっては約９割の輸送を担っている。

○ １トンの貨物を１ｋｍ運ぶ際のＣＯ２排出量（排出原単位）はトラックと比較して約５分の１であり、環境に優しい
輸送機関である。

一般貨物船 コンテナ船油送船 RORO船

●輸送機関別シェア
（２４年度：トンキロベース）

内航海運の日本経済における役割

●主な内航船舶

セメント船

鉄鋼などさまざまな荷物を
運びます。内航貨物船の標
準的な船型。

原油やガソリン、軽油など
の石油製品を運びます。

粉状のセメントをバラ積み
で船倉内に直接入れて運
びます。

荷物を積んだトラックやト
レーラーをそのまま自走で
積み込めます。

衣食住に関わるものなど、さ
まざまな荷物をコンテナに入
れ、船に積みます。

●輸送品目別シェア
（２４年度：トンキロベース）



国土交通省海事局内航課資料より作成（各年度末現在）

○ 内航船の隻数については、事業者数と同様に一貫して減少が続いているが、一隻当たりの大きさは大型

化する傾向にあり、総トン数は大きくは減少していない（やや減少）。

○ 暫定措置事業実施（１９９８年）後における船舶建造数は年間平均69隻であり、１９８９年～１９９７年時の

220隻と比べると大きく低下（69％減）している。船舶建造総トン数においては、１９９８年以降が年間平均９

万総トンであり、それ以前の16万総トンと比べ大きく低下している（43％減）が、建造隻数に比べれば差は
小さく、建造船の大型化が進んでいることが推定される。

内航貨物船の隻数・新造船隻数・船腹量の推移

内航船隻数・総トン数の推移 内航船新造船隻数の推移
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国土交通省海事局内航課資料より作成（各年度末現在）

内航旅客船の隻数・船腹量の推移

○ 旅客船事業は、地域住民の日常生活及び社会生活の確保を図るための基盤（公共交通機関）であり、

その維持・確保が求められている。（地域公共交通の活性化及び再生に関する基本計画）

○ このため、ここ10年においても隻数はほぼ横ばいである一方、一隻あたりの大きさは減少傾向にある。
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【機密性２】
内航海運からのCO2排出量の現状【2013年度】

産業部門
４億２，９００万㌧
《３２．８％》

業務その他部門
２億７，９００万㌧
《２１．３％》

運輸部門
（自動車、船舶等）

２億２，５００万㌧
《１７．１％》

日本の各部門における二酸化炭素排出量

ＣＯ２総排出量
１３億１，１００万㌧

運輸部門における二酸化炭素排出量

内訳

自家用乗用車
１億８７０万㌧
《４８．４％》

自家用貨物車
３，７２７万㌧
《１６．６％》

営業用貨物車
４，０１５万㌧
《１７．９％》

家庭部門
２億１００万㌧
《１５．４％》

その他
１億７，７００万㌧
《１３．５％》

バス
４４３万㌧ 《２．０％》
タクシー
３４８万㌧ 《１．５％》
内航海運
１，０８０万㌧ 《４．８％》
航空
１，０１５万㌧ 《４．５％》
鉄道
９６８万㌧ 《４．３％》

国土交通省総合政策局環境政策課作成

○ 国内のＣＯ２排出量のうち、運輸部門からの排出量は約２割。

○ 内航海運からのＣＯ２排出量は運輸部門の約５％。
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内航海運のCO2排出量推移と目標

内航海運のCO2排出削減目標

○ 2013年度における内航海運のCO2排出量は1080万t-CO2。

○ 2030年度の排出削減目標は、157万t-CO2。（地球温暖化対策計画に記載される予定）

（年度）

（万t-CO2）

約束期間平均値
▲287万トンCO2

京都議定書約束期間

2030年度の
目標値

▲約157万トン
（2013年度比）

（億トンキロ）・隻数：9,221隻
・平均総トン数：405トン
・新造船建造隻数：199隻
・平均船齢：13年

・隻数（貨物）：5,302隻
・平均総トン数：673トン
・新造船建造隻数：138隻
・平均船齢：15年
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【機密性２】
２０１４年度 温対税還付データに基づく分析

船種別燃料消費量（２０１４年度）
一隻当たりの燃料消費量

（kl）

（船種）

○ ２０１４年度の温対税還付申請に基づき、船種毎の燃料消費量、一隻当たりの燃料消費量を算出。

○ 温対税還付申請が行われた燃料消費量は、内航海運全体の燃料消費量の9割弱を占める。

○ 燃料消費量は、フェリー、タンカー、一般貨物船、RORO船の順に多く、これらの船種で、全体の7割程度。

○ 一隻当たりの燃料消費量は、フェリー、RORO船、自動車運搬船の順に多い。

（注2） その他：産業廃棄物船、鋼材専用船、鉱油兼用船、石灰石専用船、押曳兼用船、高圧液化ガス船、コークス専用船、LNG船など。

燃料消費量【万kl※】 CO2排出量【万t-CO2】
温対税還付申請を行った船舶 332 963 
温対税還付申請を行っていない船舶 40 117 

全体 372 1080 

（注1） ２０１４年度温対税還付申請データに基づいて海事局が作成。
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フェリー・ROROにおける省エネ技術の導入実績例

省エネ船型

気泡により摩擦抵抗を低減

省エネ型推進システム（2機1軸方式）

抵抗低減型高性能舵

従来のプロペラよりもキャビテー
ションによる船尾変動圧を低減

最適な省エネ船型を開発する
ことによる抵抗減少

船尾抵抗の低減
プロペラの最適化

空気潤滑システム

ハブ渦制御によるプロペラ効率改善

電子制御２サイクル主機関

燃料の噴射タイミングなどを最適制御

○ 最近建造されたフェリー・ROROは、様々な省エネ技術を導入し、20％程度のエネルギー効率を向上。

低摩擦船底塗料

羽根の角度を変えることで推進効率を向上

二重反転プロペラ 可変ピッチプロペラ

（タンデム型）

船体と海水との摩擦抵抗低減

（一軸型）

無駄なエネルギーを後ろのプロペラが回収
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【機密性２】
一般貨物船、タンカーのエネルギー効率の現況

○ 過去10年間でエネルギー効率（EEDI）は大幅に向上。
○ 同年代の船舶を比較すると、トップランナーのEEDIは全体平均より13% ～ 30%程度優れ
ている。

JRTT 共有建造船データ分析

一般貨物 タンカー
499総トン

3000総トン

499総トン

749総トン

全体平均
TOP３平均

全体平均
TOP３平均
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2005～2009 （建造年）2010～ 2005～2009 2010～ （建造年）

（建造年） （建造年）
2005～2009 2010～2005～2009 2010～

19%向上
34%向上

33%向上

15%向上



【機密性２】
一般貨物船、タンカーの船齢別隻数

（隻） 一般貨物船の船齢別隻数 （隻）

（年） （年）

タンカーの船齢別隻数

総トン数 総トン数

○ 一般貨物船、タンカーともに、船齢16年以上の老朽船が多い。
○ 一般貨物船の老朽船の隻数は、499GT、199GTの順に多い。
○ タンカーの老朽船の隻数は、199GTが7割程度を占める。
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船齢構成の推移

14年以上の
割合 71％

内航海運の船齢構成の推移

○ １９８９年～１９９６年前後までは年間建造隻数が100隻を大幅に上回る水準で推移していたため、２００３年
以降、急速に老齢化率（船齢１４年以上船舶の全体に占める割合）が上昇。

○ 近年は船舶の代替建造により改善傾向にあるものの、依然として老朽化率は７割を超えており、燃費性能
の良い船舶による質の高い輸送サービスの期待に応えられていない。
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[目的]
実績の少ない革新的な省エネ技術の実
船への搭載による実証支援

[補助対象・補助率]
船舶建造・改造費のうち、省エネ
技術の実証に係る費用の１/２
（内航・外航ともに対象）

[事業期間・予算]
H25～H27年度（３カ年）
（経産省予算・国交省連携）

H25予算： ２５億円の内数
H26予算： ５０．１億円の内数
H27予算要求： ５３．１億円の内数

[申請者]
船舶所有者

[備考]
・H25年度１１件の事業を採択

・経産省と連携しつつ、海事局の
リードにより執行

基礎研究 技術開発 実 証 普 及 自立普及

[目的]

外航船の５０％CO2削減に資する次世

代の省エネ技術の開発促進

[補助対象・補助率]

技術開発に要する費用の１/３

（外航向けの技術が主対象）

[事業期間・予算]

H25～H29年度（５カ年）
（海事局予算）

H25予算： ３．９億円

H26予算： ３．９億円

H27予算：３．６億円

[申請者]

技術開発の実施者（主に造船所）

[備考]

・H25年度１９件の事業を採択

・海事局が執行主体

[目的]
実績の少ない革新的な省エネ技術の実
船への搭載による実証支援

[補助対象・補助率]
船舶建造・改造費のうち、省エネ
技術の実証に係る費用の１/２
（内航・外航ともに対象）

[事業期間・予算]
H25～H27年度（３カ年）
（経産省予算・国交省連携）

H25予算： ２５億円の内数
H26予算： ５０．１億円の内数
H27予算： ５１．１億円の内数

[申請者]
船舶所有者

[備考]
・H25年度１１件の事業を採択

・経産省と連携しつつ、海事局の
リードにより執行

[目的]

工場・事業所等における省エネ

設備への入れ替えを支援

[補助対象・補助率]

省エネ設備への入れ替えに係る

費用の１/３ （船舶以外も広く対象。
船舶は内航のみが対象）

[事業期間・予算]

事業期間の定めなし（経産省予算）

H25予算：３１０億円の内数

H25予算（補正）：１５０億円の内数

H26予算：４１０億円の内数

H27予算：４１０億円の内数

[申請者]

工場等の所有者（船舶所有者）

[備考]

・H25年度は２次公募実施せず

・海事局は、事業者の相談を受け、 補

助金申請前の助言等を実施

省エネ技術開発補助金

（次世代海洋環境技術開発支援）

省エネ型ロジスティクス補助金

（革新的省エネ型海上輸送システム実証）

エネルギー使用合理化事業者支
援補助金 （SII※補助金）

※SII（一般社団法人 環境共創イニシアチブ）: エネルギー使用合理化事業者支援補助金の執行団体

船舶の省エネルギー技術関連補助金制度について
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輸送機器の実使用時燃費改善事業費補助金

海上輸送機器の実使用時燃費改善事業

事業の目的

革新的技術の導入による船舶と運航システムの
省エネ化を目指した実証事業の実施に要する経費
の一部を補助することにより、船舶の種類、航路
別に省エネ船舶を導入した際の運航データを収集
し、その省エネ効果を広く共有し、内航海運の省
エネルギーを推進し、もって、内外の経済的社会
環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需給
構造の構築を図る。

補助対象事業

内航海運における船舶と運航システムの省エネ
化を目指した革新的省エネルギー技術の導入及び
当該技術の導入による省エネ化効果の検証に係る
事業。

予算額・補助率

２０１６年度（単年度）
予算額：１６億円
補助率：補助対象経費の１／２以内

省エネ船舶標準船型の開発支援事業

事業の目的

内航船舶の建造を担う中小造船所で低コストか
つ容易に省エネルギー内航船舶が建造可能となる
よう、標準的な船型の開発を行い、建造を希望す
る者に幅広く提供することで内航海運の燃費効率
のボトムアップを図り、もって、内外の経済的社
会環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需
給構造の構築を図る。

補助対象事業

中小造船所で低コストかつ容易に建造が可能で
あり、2000年代の平均的船舶より省エネルギー効
果のある以下の船種の標準的な船型の開発。
・総トン数４９９トン ケミカルタンカー
・総トン数７４９トン 一般貨物船

予算額・補助率

２０１６年度（単年度）
予算額：１．５億円
補助率：補助対象経費の定額（１０／１０）
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「省エネ船舶標準船型」について

ライセンスフリーの
基本設計

3DCAD（3次元設計図）で提供可能
エネルギー効率を大幅に向上する船型

JRTTの「先進二酸化炭

素低減化船」の適用対象
水槽試験不要
（調整中）

マリナー船尾と大直径低回転プロペラ 最適化した船首バルブ船型最適化

２０１４年度事業

499GT 一般貨物船

２０１６年度事業

499GT ケミカルタンカー

749GT 一般貨物船
13
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【機密性２】

①船舶の設計の審査

②船舶建造中の工事監督

③共有期間中の船舶のメンテナンスサポート

機構の技術支援

主な政策誘導の内容

共有建造制度のスキーム

造船所

持分譲渡

機構持分
最大 70～90％

事業者持分
10～30％

船舶使用料支払い
機
構

発
注
・

支
払
い

事
業
者

機
構

事
業
者

共
有

機構決
定

竣
工

共
有
期
間

期
間
後

～

事業者

２０１６年度予算額
１８７億円共有建造制度

主な政策要件別増減利率
基準利率から
の増減

スーパーエコシップ・先進二酸化炭
素低減化船（省エネ率16％）

-0.3%

高度二酸化炭素低減化船（省エネ
率12%）

-0.2%

離島航路就航船 -0.1% 

○共有建造制度：国内旅客船及び内航貨物船の建造にあたり、JRTTが共同船主となり（船舶共有）、船舶
建造資金を低利・長期で安定供給するとともに、船舶の設計・建造に関する技術支援を行う制度。

○政策要件を設定した低利子融資により、船舶性能の政策誘導が可能
（油流出防止設計タンカー、離島航路投入船舶等に対して利子低減措置を実施等）
○1年間で約30隻が共有建造制度を活用。

JRTTの共有建造制度の概要

14



【機密性２】

○高度環境低負荷船に
対する特別償却：

18％

○環境低負荷船に対す
る特別償却：

16％

○特別償却により生じる
手元資金によって資金調
達負担を軽減

○ これにより、一層の環
境低負荷船導入を促進

特例措置による効果

措置内容 事業者への効果

○省エネ化、ＣＯ２及び
ＮＯＸの排出削減

○環境低負荷船等の
普及・促進

政策的な効果

事業者が環境低負荷船を購入する場合の資金調達負担を軽減することで、環境性能に優れた
内航船舶（環境低負荷船）への代替建造を促進し、内航海運について環境負荷の一層の低減
及び輸送モードとしての競争力の向上を図る。

◇内航海運は、国内貨物輸送の約4割、産業基礎物資輸送の約8割を担っているが、環境低負
荷船への代替を促進していくことによって、モーダルシフトの受け皿としての役割をさらに拡
大することが可能。

◇営業用トラックの約5分の1とされる内航船舶のＣＯ２排出量は、例えばスーパーエコシップ化
すればさらに16％削減が可能。ＣＯ２排出量の多い大型船を環境低負荷船に代替させていく
ことが、地球温暖化対策推進の観点から効果的。

背 景

目 的

船舶の特別償却制度 （法人税、所得税）
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